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第３回検討委員会意見

耐震診断義務付け道路の選定についても、対象

道路や沿道建築物、迂回路の条件等の実態が示さ

れておらず、委員会として十分に意見を述べるこ

とができない



「沿道建築物の耐震化を優先すべき道路（案）」について、

① 県が指定する災害時に広域的な輸送に必要な

第一次緊急輸送道路

② 建築物が密集している人口集中地区内の道路

③ 合理的な迂回路が確保されていない道路

以上の全てに該当する道路を優先し、今後、新潟県耐震
改修促進協議会で具体的に検討を進めることについて、
御意見を伺うもの

御意見を照会させていただく事項
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沿道建築物の耐震化を優先すべき道路（案）

第１次緊急輸送道路 ＋＋

相当数の建築物が
集合している地区
（法令で指定あり）
≒DID地区等

新潟県緊急輸送道路NWに
より、合理的な迂回路が
形成されている場合を除く

地震発生における建築物の倒壊等による道路交通障害を未然に防止するため、耐震改修
促進法第５条第３項第３号の規定に基づき都道府県耐震改修促進計画で道路を指定するこ
とにより、一定の要件を満たす沿道建築物（通行障害既存耐震不適格建築物）について耐震
診断・耐震改修の努力義務化が可能

現在、県では、同条の規定に基づき「新潟県緊急輸送道路ネットワーク（第１次～第３次）」
を一括指定し、「通行障害既存耐震不適格建築物」の耐震診断・耐震改修を努力義務化済み

一方で、全国で頻発している大規模地震の影響などから、同法第５条第３項第２号の規定
により、通行障害既存耐震不適格建築物の所有者に対し、耐震診断を義務付ける都道府県
が一定数あり（要安全確認計画記載建築物）

Ⅳ 沿道建築物の耐震化を優先的に取組む道路の選定

１ 背景等

通行障害既存耐震不適格建築物
（法第５条第３項第３号）

〔通行障害既存耐震不適格建築物〕
（法第５条第３項第３号）

要安全確認計画記載建築物
（法第５条第３項第２号）

都道府県計画に道路指定
（市町村の区域を超える相当多数の者が避難する道路）

更に耐震診断結果の報告期限を記載

所有者に耐震診断を「義務化」

所有者に耐震診断を「努力義務化」
県等による耐震診断
結果の公表、耐震診断
費用の負担義務あり

〔要安全確認計画記載建築物〕（法第５条第３項第２号）
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建築物の耐震改修の促進に関する法律
第５条（都道府県耐震改修促進計画）

３ 都道府県は、次の各号に掲げる場合には、都道府県耐震改修促進計画に当該各号に定め

る事項を記載することができる。

一 （略）

二 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（相当数の建築物が

集合し、又は集合することが確実と見込まれる地域を通過する道路その他国土交通省令で

定める道路に限る。）の通行を妨げ、市町村の区域を越える相当多数の者の円滑な避難を

困難とすることを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建

築物（略）について、耐震診断を行わせること等が必要と認められる場合

① 市町村の区域を超える相当多数の者の円滑な避難のための道路
かつ

② 相当数の建築物が集合する地域を通過する道路

都道府県が耐震診断を義務付けることができる道路の要件

２ 義務付け道路の概要等
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都道府県に裁量が与えられているため、法律では指定対象が明確に規定されていない

(1) 市町村の区域を超える相当多数の者の円滑な避難のための道路
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新潟県緊急輸送（※）道路耐震改修促進法

区分道路区分耐震診断の義務付けが可能な道路条文・計画

広域的な輸送に
必要な主要幹線道路

第1次緊急輸送道路相当多数の者の円滑な避難のための道路（※）
（市町村の区域を越えるもの）

第５条
県計画

第１次緊急輸送道路と
防災拠点等を連絡す
る道路 等

第2次緊急輸送道路
第3次緊急輸送道路

多数の者の円滑な避難のための道路
（市町村の区域内）

第６条
市町村
計画

≒

３ 耐震診断義務付け道路の各要件の考え方（案）
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※緊急輸送

災害発生時における円滑な人命救助や被害拡
大防止などを実施するため、救助、救急、医療・
消火活動に必要な人員・物資等の輸送

（「緊急輸送道路ネットワーク計画等策定要領」より抜粋）

※「避難のための道路」

「避難のための道路」とは、住民による避難行為だけでは
なく、救急車や消防車等の通行を含む

東・南海地震などの広域的な地震被害の想定において、地震による
直接的な被害のみではなく、消火・救助活動の妨げなどが被害を
拡大する要因として指摘されたことを受け、法令で規定

≒

県計画において、既に耐震診断を努力義務化している第１～３次緊急輸送道路
のうち、耐震改修促進法の規定を踏まえ、市町村の区域を超える広域的な避難
において最も重要である第１次緊急輸送道路を想定



【第1次緊急輸送道路】
・広域的な輸送に必要な主要幹線道路

・県庁所在地、地方中心都市、重要港湾
及び空港などを連絡する道路

【第2次緊急輸送道路】
第１次緊急輸送道路と梯子状に代替性
を確保する道路等の他、次の主要な防
災拠点を連絡する道路（市町村役場等、
公共機関、主要駅、港等）

【第3次緊急輸送道路】
第1次、第2次緊急輸送道路とその他の
防災拠点を相互に連絡する道路

緊急輸送道路延長

延長(km)区分

1,401第1次緊急輸送道路

1,987第２次緊急輸送道路

151第３次緊急輸送道路

3,540計

【参考】 新潟県緊急輸送道路ネットワーク
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以下の理由から「DID地区※」内を通過する道路を想定

・ DID地区は国勢調査に基づく全国統一の客観的な指標で、自治体間での判断

差がない

・ 人口密度が高い地域は建築物密度も高く、倒壊時の道路閉塞リスクが大きい

ことから、耐震改修促進法の趣旨に合致する

・ オープンデータが整備されており、GISで容易に分析できるため、選定作業の

効率性や再現性が高い

・ 他自治体でDIDを採用している事例があり、行政実務上の手法として妥当性が高い

短 所概 要指標（案）

・県内での指定が少ない（６市町）
・建物密度は区域ごとに大きく異なる
・自治体間で判断差がある

都市計画法に基づき、市街化を
図るために定められる区域

市街化区域

・密集の度合と一致しない
・建物密度は区域ごとに大きく異なる
・自治体間で判断差がある

都市計画法に基づき、土地利用
を適正に誘導するために定めら
れる地域

用途地域
（商業・住居）

【参考】その他の選定対象（案）

(2) 相当数の建築物が集合する地域を通過する道路
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※DID地区（人口集中地区）・・・人口密度4,000人/km²以上で人口が5,000人以上の区域
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沿道建築物の耐震化を優先すべき道路は、他県での指定状況及び耐震改修促進法
の規定を参考に新潟県緊急輸送道路のうち、次のとおり第１次緊急輸送道路で一定の
要件を満たす区間としたい

5 沿道建築物の耐震化を優先すべき道路（案）
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耐震改修促進法

市
町
村
計
画

（法第６条第３項第１号）
市町村計画では、市町村
の区域で、多数の者の円
滑な避難に資する道路を
指定

新潟県緊急輸送道路

第2次緊急輸送道路

第1次緊急輸送道路と市町村役場な
どの主要な防災拠点を連絡する道路

県
計
画

（第５条第３項第２号）
都道府県計画では、市町
村の区域を超え、相当多
数の者の円滑な避難に資
する道路を指定

第1次緊急輸送道路

・広域的な輸送に必要な主要幹線道路

・県庁所在地、地方中心都市、重要港
湾および空港などを連絡する道路

第3次緊急輸送道路
第1、2次緊急輸送道路と防災拠点
を相互に連絡する道路

沿道建築物の耐震化を
優先すべき道路

第１次緊急輸送道路

＋

＋
相当数の建築物が
集合している地区
（法令で指定あり）
≒DID地区等

新潟県緊急輸送道路NWに
より、合理的な迂回路が形
成されている場合を除く
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〇 沿道建築物の耐震化を優先的に進める道路に関する市町村の意向確認

○ 沿道建築物の耐震化を進める上での県と市町村の役割分担の再確認

（県：第１次緊急輸送道路、市町村：第２、３次緊急輸送道路）

○ 対象建築物の実態把握及び迂回路と成り得る道路における通行障害既存
耐震不適格建築物に関する調査

７ 今後の取組（案）
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沿道建築物の耐震化を優先的に進めるべき道路の選定に向けて、以下
とおり、新潟県耐震改修促進協議会で検討等を進めることしたい
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